
令和６年能登半島地震および令和６年奥能登豪雨から

の住まいの復旧・復興ついては、おおむね復旧段階が終

わり、本格的な復興段階に進みつつある。2025年3月11日

時点において、石川県内におけるによる避難所の避難者

は解消され、市町により開設された避難所もすべて閉鎖

された。また、金沢市のスポーセンター設けられた1.5次

避難所や旅館・ホテル等の２次避難所も昨年末までにす

べて解消されている。

応急仮設住宅は、2024年12月24日時点において県内10

市町において予定された住戸数のすべての建設を終えて

いる。

住宅が「半壊」以上の被災を受けた場合、一定期間内

に申請すれば各市町により公費解体がされるため、被災

地では更地化された空き地が広がっている状況が見られ

る。

復興の大きな課題の一つは住まいの復興であり、恒久

的な住まいを確保し、安心して安全に暮らすための復興

として最も重要である。また、住まいにより形成される

町並みも、コミュニティの形成、復興感の醸成などに大

切なものである。本報告では、こうした住まいと町並み

の復興再生の状況について、能登地域６市町（七尾市、

輪島市、珠洲市、穴水町、能登町、志賀町）を中心に紹

介し、それらの課題について考察する。

あらためて令和６年能登半島地震と令和６年奥能登豪

雨による住家被害の状況を確認する。表１に2025年3月ま

での能登地域６市町の住家被害の状況を示している。そ

れによると、６市町で52,211棟が被災している。そのう

ち、地震による住家被害は七尾市が16,792棟と最も多い

が、全壊率は3.1%と少なく、一部破損の割合が67.2%と最

も大きい。全壊率が高いのは珠洲市31.3%、輪島市21.8%

である。輪島市と珠洲市は震源に近く地震動が大きかっ

たこと、また、地盤条件も被害の程度を大きくした可能

性がある。

奥能登豪雨による住家被害は、輪島市1,191棟、珠洲市

336棟、能登町284棟にみられる。

これらの住家被害に対して、被災世帯の希望を調査し

ながら応急仮設住宅の建設が進められて来た。市町など

地元が土地を準備し、国による支援を得て県が住宅建設

を進め、前述のように、2024年12月末までに予定戸数を

建設した。６市町においては172箇所において6,686戸が

供給されている。石川県によると、実際の入居は2025年3

月10日現在で6,570世帯である。その他の賃貸型応急住宅

（みなし仮設住宅）には3,187世帯が入居している文4)。

2025年3月時点においては、自力再建や自宅修復等により

徐々に退出世帯が出始め、それらの空き住戸の活用が検

討されている状況である。

また、災害救助法にもとづいて、被災住宅の応急修理

制度が設けられている。準半壊以上の住宅について所有

者が市町に対して申請すれば、「屋根・壁・床・ドアな

どの開口部、および、トイレ・上下水道配管など日常生

活に不可欠な部分」の修理費について、地震

の場合、半壊以上70万6千円、準半壊34万3千

円を限度として助成が得られるものである注2)。

ただし、この制度の適用を受けると仮設住宅

への入居はできなくなる。

能登地域６市町の被災レベルについて既存

住宅数と比較して明らかにしたい。表２に地

震前の2023年における住宅数とそのうちの空

き家数を示している。それによると、能登地

域での空き家率は全国平均の5.9%に比較して

かなり大きく、平均で19.8%と２割程度が空

き家である。一般的に空き家になると維持管

理状況が悪化する。そのため、今回の地震に

よる被災も空き家の場合、大きくなった可能
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性がある。

今回の被災が半壊以上の住家を大規模被災住宅と称す

ると、大規模被災は平均で34.2%であり、おおよそ1/3の

建物が大規模な被害を受けている。一部破損や浸水によ

るものを含む全被災の割合は、６市町で実に77.5%のもの

が被害を受けている。その中でも、輪島市91.5%、穴水町

89.6%、珠洲市85.7%と際立って多い。ほとんどの住家が

なんらかの被害を受けていることになる注4)。ただし、地

震による住家被害と土地・統計調査文5)による住宅数は、

調査方法が異なるため、ここでの両者の比較による比率

は必ずしも正確ではなく、被災程度を理解するための参

考値である。

これらの被災した建物が解体されていくと、町並みが

大きく変化することが予想される。もし２割の建物が解

体されると５棟に１棟、３割だと３棟に１棟、４割だと

５棟に２棟が更地化されることになってしまう。

実際、筆者は2025年3月に現地で確認したが、被災前と

比較して町並みがほとんど失われたと思われるところが

見みられた。輪島市朝市周辺の河井町地区(写真１)や能

登町白丸地区(写真２)など地震後に大規模に焼失したと

ころはやはり広大な空き地が広がっていた。その他の地

区でもかなり空き地化された状態がみられた。

例えば、珠洲市蛸島地区では、旧道沿いに見られた歴

史的な町並みがほぼ失われた状態であった(写真３)。そ

れを見て地震前の魅力的な町並みを知る者として愕然と

した思いを抱いた。蛸島地区は、報告No.５文7)でも紹介

したように、石川県内における大切な歴史的町並みの一

つとして位置づけられ、地元住民も誇りを持っていた。

珠洲市は、前述のように、住家の大規模被害の割合が高

い地区であったこと、および、この地区は海岸に近く、

地盤条件が比較的良くないことが建物被災の多さに影響

した可能性がある。

さて、被災建物が解体され更地化された土地などに今

後どのような建物を整備し町並みを形成していけばよい

のだろうか。これからの大きな課題である。
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表２ 能登地域６市町における住家被害レベル注3)

◆被災建物の解体状況

写真１ 輪島市河井町地区
2025年3月11日撮影

写真２ 能登町白丸地区
2025年3月11日撮影

写真３ 珠洲市蛸島地区
2025年3月12日撮影



筆者は文7)において、石川県が2007年能登半島地震の

復興のために「能登ふるさと住宅」を推奨したことを紹

介した。同住宅は、町並み景観に配慮した良質な住宅を

供給することを目的とし、世帯構成や住まい方に合わせ

て16タイプ提案したものである。共通仕様にすることに

より、設計費軽減、低コスト化を図ろうとしたものであ

る。実際に同住宅を採用して建設された事例がみられた。

今回、石川県では2024年12月に「いしかわ型復興住宅」

のモデルプラン集を中間報告としてとり

とまとめ公表した。これは、被災住民が

「再建意欲を高めるための住宅の具体的

なイメージを持つことを目的とし、様々

なライフスタイルに応じた」ものである

としている。

このモデルプランは、石川県が表３に

示す５つの条件を提示して県内の住宅関

連企業注6)に提案を求めたものである。

その結果、「単身・夫婦世帯向け」には

30企業や企業＆建築設計チームから27の

提案があり、「ファミリー向け」には28

企業や企業＆建築設計チームから28の提

案があった。

各モデルは石川県のサイトに表示され、

図１に示すように、設計主旨、平面図、

外観や内観のイメージ、面積、価格、工

期、および、表３の各条件への対応につ

いて説明している。とてもわかりやすく、

それらを比較検討することにより今後の再建住宅

の検討に十分に参考になると思われる。

表４にモデルプランの延床面積、標準の工期と

工事費、その坪当たり単価を示している。それに

よると、単身・夫婦向けの場合、平均延床面積で

約50m2であり、住生活基本計画で提案される、単

身者の戸建住宅を想定した「一般型誘導居住水準」

とほぼ同じである。ただし、夫婦世帯とするとそ

れより狭小なものとなる。ファミリー向けの場合、

「一般型誘導居住水準」の98M2より狭く、共同住

宅を想定した75M2よりはやや広くなる。

標準工期はいずれも４箇月程度が多く、能登地

域以外の企業が多いことを考えると比較的短期間

である。坪当たり単価は、単身・夫婦向けで平均1

16万円、ファミリー向けで96万円である。単身・

夫婦向けの方が延床面積が小さいため、設備機器

の占める割合が大きくなり割高になっている。

本報告でテーマの一つとしている、町並みの形成とい

う観点からいしかわ型復興住宅を考察してみたい。

前述のように、住宅の再建のために、様々なライフス

タイルを検討するときに有効な情報を提供するためのも

のであり、かなり多様なタイプのものが提案されている。

表３に示す条件の一つとして「③景観(まちなみ)：地域
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◆「いしかわ型復興住宅」モデルプラン 表３ 「いしかわ型復興住宅」の条件注5)

表４ いしかわ型復興住宅の諸元注8)

図１ 「いしかわ型復興住宅」の例注7)
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で形成される景観への配慮」があげ

られているが、図２、３に示すよう

に、外観のイメージを見ると、実に

多様である。

能登では多くの地域において伝統

的な建物の構成割合が多く、それが

魅力ともなっていた。図２、３では、

縦軸に屋根・形状について伝統的か

現代的か、横軸に外壁について伝統

的か現代的かについて、説明にある

素材やイメージからの筆者の印象の

みで配置している注11)。

右上のものはかなり能登地域の伝

統的な建物意匠である、黒瓦、切妻

勾配屋根、木材の下見板張りなどを

踏襲したものとなっている。逆に左

下のものは、トレーラー型やコンテ

ナ型の直方体で陸屋根、外壁は鉄板、

軒や庇も浅いものとなっている。そ

の他は、それらの中間に位置するよ

うなデザインになっている。

住宅再建者がこれらの情報だけで

検討し提案企業を選択して協議する

ことが前提となっていると思われる

が、そのように進むと、形成される

町並みはかなり混沌としたものになっ

てしまうように思われる。

良好な町並みの形成へとつないで

いくためには、これらの提案をもと

に、各市町さらにはそれぞれの地区

にまで町並み形成の観点からも検討

していく仕組みが必要である。つま

り、県と市町が連携しつつ、地区ご

とに奨励する住宅タイプを絞り込む

ような努力が必要であり、できるだ

け少額であっても奨励金のような形

で建築主に補助できるとよい。建築

の自由および企業活動の自由を尊重

しながらも、これまで多くの自治体

で積み重ねられて来た、各種の努力

を踏まえつつ工夫してほしいもので

ある。

注

1.文1)、2)より作成。なお、石川県によると、住家とは

生活実態を踏まえて一世帯に対して一つの「住家」と

いう定義をしている。農家等であれば、母屋は「住

家」、土蔵、納屋は「非住家」である。ただし、仮に

母屋が住めない状況で、実態として土蔵で生活してい

る場合は土蔵が「住家」、母屋は「非住家」としてい

る。

2.奥能登豪雨の場合、半壊以上で71万7千円、準半壊で34

万8千円である。

3.文5)の「住宅及び世帯に関する基本集計」より作成。

ただし、穴水町のデータは欠損のため、文6)に掲載さ

れている2018年に穴水町が調査したデータを用いてい
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図２ 「いしかわ型復興住宅」の外観パース（単身・夫婦向け）注9)

図３ 「いしかわ型復興住宅」の外観パース（ファミリー向け）注10)



る。同調査では戸建住宅のみカウントしている。

4.ただし、一部は地震による被害と豪雨による被害と二

重にカウントされている可能性がある。

5.文8)より作成

6.石川県内の住宅関連団体として「いしかわ21世紀住ま

いづくり協議会」が2001年に設立され、石川県建築住

宅センター、石川県建設業協会、石川県木造住宅協会、

石川県建築組合連合会、石川県建築士会、石川県建築

士事務所協会など多くの関連団体が参加していめが、

同協議会を通じて提案を求めた。

7.文8)の一例を引用。ただし、ここでは提案企業名を表

示していない。

8.文8)より作成

9.文8)より作成

10.文８）より作成

11.すべての外観のイメージ図をレイアウトすることを優

先しているため、厳密な評価とは言えない。
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